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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第79期

第３四半期
連結累計期間

第80期
第３四半期
連結累計期間

第79期

会計期間
自 平成24年１月１日

至 平成24年９月30日

自 平成25年１月１日

至 平成25年９月30日

自 平成24年１月１日

至 平成24年12月31日

営業収益 （千円） 17,175,398 18,001,682 23,255,343

経常利益 （千円） 597,270 1,617,307 1,515,142

四半期（当期）純利益 （千円） 177,821 881,606 740,564

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 245,042 1,107,818 839,396

純資産額 （千円） 11,734,349 13,107,814 12,328,702

総資産額 （千円） 50,704,114 54,488,688 50,623,747

１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 4.33 21.46 18.02

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.1 24.1 24.4

　

回次
第79期

第３四半期
連結会計期間

第80期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日

至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日

至 平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 0.78 6.14

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものであります。

　

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間において当社グループは、仲介事業において手数料収入が増加したこと及

び販売受託事業において都心大型物件の引渡しが増加したこと等により、営業収益は180億１百万円

（前年同期比4.8％増）、営業利益は17億３千万円（前年同期比107.5％増）、経常利益は16億１千７百

万円（前年同期比170.8％増）、四半期純利益は８億８千１百万円（前年同期比395.8％増）となりまし

た。　

各セグメントの業績は次のとおりであります。

　

(仲介事業)

法人仲介、個人仲介ともに手数料収入が増加いたしました。

この結果、営業収益は22億２千６百万円（前年同期比26.5％増）、営業利益は５億４百万円（前

年同期は営業損失７千７百万円）となりました。

　

(アセットソリューション事業)

販売用不動産の売却が減少いたしました。

この結果、営業収益は35億５千万円（前年同期比30.6％減）、営業利益は６億８千４百万円（前

年同期比5.8％減）となりました。
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(販売受託事業)

都心大型物件の引渡しの増加により、手数料収入が増加いたしました。

この結果、営業収益は26億６千万円（前年同期比90.4％増）、営業利益は２億４千７百万円（前

年同期は営業損失２億９千万円）となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、「Brillia WELLITH 月島」（東京都中央区）、

「Brillia City 横浜磯子」（横浜市磯子区）、「ワテラス タワーレジデンス」（東京都千代田

区）等の引渡しを行いました。

　

(賃貸事業)

管理戸数が増加したこと等により、営業収益は95億６千４百万円（前年同期比7.5％増）となった

ものの、高額物件の賃貸管理解約や手数料減額対応等で、営業利益は11億９千６百万円（前年同期

比3.3％減）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末における総資産は544億８千８百万円（前連結会計年度末比7.6％

増）となりました。これは主として、販売用不動産が37億４千５百万円増加したこと及び株主に対

する短期貸付金が23億２千９百万円増加したことによるものであります。　

　

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における負債は413億８千万円（前連結会計年度末比8.1％増）とな

りました。これは主として、社債が12億３千９百万円増加したことによるものであります。　

　

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産は131億７百万円（前連結会計年度末比6.3％増）と

なりました。これは主として、剰余金の配当により３億２千８百万円減少した一方、四半期純利益

を８億８千１百万円計上したことによるものであります。　

　

(自己資本比率)

当第３四半期連結会計期間末における自己資本比率は24.1％（前連結会計年度末比0.3ポイント

減）となりました。

　

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(4)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,088,508 41,088,508
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は
100株であります。

計 41,088,508 41,088,508 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年７月１日～
平成25年９月30日

－ 41,088,508 － 3,108,506 － 2,553,050

　

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年6月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

①　【発行済株式】

平成25年6月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 100

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,081,900 410,819 －

単元未満株式 普通株式 6,508 － －

発行済株式総数 　 41,088,508 － －

総株主の議決権 － 410,819 －

　

②　【自己株式等】

平成25年6月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

東京建物不動産販売㈱
東京都新宿区西新宿一丁目
25番１号

100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであり

ます。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役

専務執行役員
経営管理本部長

取締役

専務執行役員
経営管理本部長 輿水　秀一郎 平成25年３月29日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年７月

１日から平成25年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,680,972 3,256,701

営業未収入金 791,193 775,201

販売用不動産 17,884,028 21,629,887

未成業務支出金 1,384,841 1,551,947

株主に対する短期貸付金 613,807 2,943,007

その他 1,694,073 2,167,231

貸倒引当金 △30,215 △41,800

流動資産合計 28,018,701 32,282,176

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 8,036,780 7,859,157

土地 7,569,600 7,569,600

その他（純額） 88,528 111,992

有形固定資産合計 15,694,909 15,540,750

無形固定資産 420,413 504,431

投資その他の資産

投資有価証券 4,017,641 3,663,338

敷金及び保証金 1,803,166 1,921,042

その他 668,913 576,949

投資その他の資産合計 6,489,721 6,161,330

固定資産合計 22,605,045 22,206,511

資産合計 50,623,747 54,488,688

EDINET提出書類

東京建物不動産販売株式会社(E04058)

四半期報告書

 8/17



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

営業未払金 495,383 683,294

短期借入金 5,499,500 7,564,000

未払法人税等 689,011 523,722

賞与引当金 87,036 393,354

役員賞与引当金 62,200 1,600

前受金 1,472,546 2,124,858

受託預り金 4,238,810 4,059,964

預り金 1,745,175 2,183,820

その他 1,155,274 956,249

流動負債合計 15,444,938 18,490,864

固定負債

社債 800,000 2,039,999

長期借入金 15,533,500 14,223,500

退職給付引当金 1,588,078 1,699,979

役員退職慰労引当金 121,195 3,250

長期預り敷金保証金 4,807,332 4,845,449

その他 － 77,830

固定負債合計 22,850,106 22,890,009

負債合計 38,295,044 41,380,874

純資産の部

株主資本

資本金 3,108,506 3,108,506

資本剰余金 6,415,055 6,415,055

利益剰余金 2,718,848 3,271,747

自己株式 △60 △60

株主資本合計 12,242,350 12,795,249

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 86,351 312,564

その他の包括利益累計額合計 86,351 312,564

純資産合計 12,328,702 13,107,814

負債純資産合計 50,623,747 54,488,688
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年９月30日)

営業収益 17,175,398 18,001,682

営業原価 15,145,562 14,896,598

営業総利益 2,029,835 3,105,083

販売費及び一般管理費 1,195,511 1,374,169

営業利益 834,324 1,730,913

営業外収益

受取利息 12,264 20,349

受取配当金 33,949 92,297

その他 16,970 14,414

営業外収益合計 63,185 127,061

営業外費用

支払利息 244,741 214,762

その他 55,497 25,905

営業外費用合計 300,238 240,667

経常利益 597,270 1,617,307

特別利益

投資有価証券売却益 39,825 7,934

特別利益合計 39,825 7,934

特別損失

固定資産除却損 1,858 －

特別損失合計 1,858 －

税金等調整前四半期純利益 635,237 1,625,241

法人税、住民税及び事業税 749,723 1,005,122

法人税等調整額 △292,307 △261,487

法人税等合計 457,416 743,635

少数株主損益調整前四半期純利益 177,821 881,606

四半期純利益 177,821 881,606
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
　至 平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 177,821 881,606

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 67,221 226,212

その他の包括利益合計 67,221 226,212

四半期包括利益 245,042 1,107,818

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 245,042 1,107,818

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社グループは、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１日以降

に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

(1) 保証債務

抵当権設定登記完了までの販売受託物件購入者の住宅ローン及び仲介物件購入者の住宅ローンに対する保証
　
　 前連結会計年度

(平成24年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)
　 6,243,640千円 10,541,699千円

　

(2) 保証予約

出資先の不動産に対する売買予約
　
　 前連結会計年度

(平成24年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)
　 3,025,500千円 3,025,500千円

　

２　当座貸越契約及び貸出コミットメント

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

また、当社グループは東京建物株式会社が導入しているＣＭＳ（貸出コミットメント）に参加しております。

これらに基づく当第３四半期連結会計期間末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入金未実行

残高等は以下のとおりであります。
　
　 前連結会計年度

(平成24年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 31,500,000千円 31,500,000千円

借入実行残高 －千円 800,000千円

差引額 31,500,000千円 30,700,000千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

減価償却費 329,469千円 387,470千円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成24年１月１日 至 平成24年９月30日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月28日
定時株主総会

普通株式 164,353 ４ 平成23年12月31日 平成24年３月29日  利益剰余金

平成24年８月６日
取締役会

普通株式 164,353 ４ 平成24年６月30日 平成24年９月４日  利益剰余金

　

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月27日
定時株主総会

普通株式 164,353 ４ 平成24年12月31日 平成25年３月28日  利益剰余金

平成25年８月７日
取締役会

普通株式 164,353 ４ 平成25年６月30日 平成25年９月３日  利益剰余金

　

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年９月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　

　
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業
収益

1,759,810 5,118,508 1,397,172 8,899,906 17,175,398 － 17,175,398

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

212,231 － 8,822 37,397 258,450 △258,450 －

計 1,972,041 5,118,508 1,405,994 8,937,303 17,433,849 △258,450 17,175,398

セグメント利益
又は損失（△）

△77,424 727,408 △290,481 1,236,753 1,596,255 △761,930 834,324

(注) １　セグメント利益又は損失（△）の調整額△761,930千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用であり

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益の金額に関する情報

　

　
仲介事業
(千円)

アセットソ
リューショ
ン事業
(千円)

販売受託
事業
(千円)

賃貸事業
(千円)

計
(千円)

調整額
(千円)
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(千円)
(注)２

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業
収益

2,226,002 3,550,539 2,660,504 9,564,635 18,001,682 － 18,001,682

  セグメント間の内
部営業収益又は振
替高

262,939 － 11,864 110,954 385,757 △385,757 －

計 2,488,941 3,550,539 2,672,368 9,675,590 18,387,439 △385,757 18,001,682

セグメント利益 504,890 684,967 247,893 1,196,499 2,634,250 △903,337 1,730,913

(注) １　セグメント利益の調整額△903,337千円は、各報告セグメントに配分しない全社費用であります。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

　　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年１月１日
 至 平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
 至 平成25年９月30日)

 １株当たり四半期純利益金額
　

４円33銭 21円46銭

(算定上の基礎)
　

　 　

四半期純利益金額 (千円) 177,821 881,606

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額 (千円) 177,821 881,606

普通株式の期中平均株式数 (株) 41,088,387 41,088,387

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

第80期（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）中間配当については、平成25年８月７日開催の取締役会に

おいて、平成25年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 　　164,353千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　 ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成25年９月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士   多田　　修   印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士   吉田　英志   印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　
 
 
公認会計士   善方　正義   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成25年11月13日

東京建物不動産販売株式会社

取締役会  御中

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東
京建物不動産販売株式会社の平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結
会計期間（平成25年７月１日から平成25年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年１月１日
から平成25年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物不動産販売株式会社及び連結子会
社の平成25年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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